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１．地震短期予知の定義

ここで言う「地震予知」とは、地震の数日から１ヶ月
程度前に地震を予知するという地震の短期予知の意味で
あり、日本のような地震国では社会的要請の強い課題で
ある。地震災害を軽減するという目的のためには予知研
究よりは防災の方がより直接的であるから、建造物の耐
震性等を高めることが必要であることは論を待たない。
しかし、地震予知ができれば人的損失の著しい軽減だけ
でなく、防災上からも大変重要であることから、地震予
知研究は国民的関心も高く、また学問的に見ても地球科
学に残された最大のフロンティアの一つと言っても良い
と考える1）〜 4）。更に付け加えれば、防災、地震予知、地
震災害事後処理は等しく重要であり、三位一体として考
えるべきであると思う。

２．地震予知不可能論の不毛

「現在の科学では地震予知は出来ない」という見解は
かなり一般的のようである。しかしここで注意するべき
点がいくつかある。第一は地震予知の定義である。「いつ、
どこで、どの程度の大きさの地震が起こるか（地震予知
の三要素という）を事前に知る」というのが至極当然の
定義と思われる。それには観測可能な何らかの前兆現象
と地震との間に科学的関連があるか否かの確立が最重要
であり、ひとたびそれが確立されたら原理的には地震予
知は出来たことになる。前兆現象と地震との関連につい
ての物理学的究明が科学的地震予知といえ、現在我々は
この段階にあるといえよう。
「実用的地震予知」となると話は違ってくる。地震予

知の三要素を、「役立つ精度」で社会に伝えるという条
件が加わるからだ。ここで重要なのは「役立つ精度」が
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単義的でなく、地震予知が出来る出来ないという議論を
不毛にしがちな原因の一つはここにある。「東京に一週
間程度後に比較的大きな（マグニチュード（M）６以上）
の地震があるかも」（これは短期予知）から「南関東地
域に十年以内にM８の地震の恐れあり」（これは中期予
知（予測）と言えよう）など「役立つ精度」はいろいろ
あり得る。ところが地震学者の中には、初めから著しく
厳しい条件を課し、それに適合しない予知は予知ではな
いとする否定論者が多いようである。その種の立場から
は、「社会・経済損失が大きいから、絶対確実ではない
予知はむしろ有害だ」といった議論までもが出るに及ん
では何をか言わんやである。「東海地方ではこれこれの
異常事象がおきているから、当分の間警戒した方がいい」
といった程度でも「役に立ち」得るのではないか。更に、

「東京地区には来週は地震はなさそう」でも大いに有用
ではないか。それすらも失敗することもあろう。しかし、
数回失敗が続いたからといって諦める必要はない。科学・
技術は失敗と成功を重ねて育つものであることを忘れて
はならない。しかも以下に述べるように実際は地震予知
研究は既にかなりのレベルまで到達している。未完成の
度合いを含めて、社会に実状を知らせるのが重要と考え、
本レポートを書いている。

３．地震電磁気学の創成

過去50年以上にわたり地震学者が用いてきた力学的
地震予知法は、基本的には地殻の変動を地震計、ひずみ
計等によって測定するものである。大地震（本震）の前
にその前触れのような小さな地震（前震という）が起こ
ることがある。この情報が地震の直前予知に貢献した例

（例えば、中国海城地震）はあるが、如何せん前震を伴
う地震の割合は２〜３割にとどまるため、極めて有用な
地震予知法とは言えない。これらの状況や過去の前兆研
究を踏まえ、1998年文部省（当時）の測地学審議会は 

「地殻変動測定（地震測定）では地震予知は不可能である」
とする報告書を公表した。その後、地震予知不可能論が
地震学者、メディアでの強い風潮となっており、更に前兆、
予知という言葉を使用することすら憚れることもある。

地震観測による地震予知が困難であるとすれば、非地
震観測に基づく新しい手法を模索することになろう。こ
の新しい手法として登場したのが“電磁気的手法”であ
る。電気、磁気、電磁気（電磁波）現象の観測に基づく
もので、神戸地震後著しい発展を遂げている1）〜 5）。従来
の地震観測では地圏のマクロな（巨視的）情報を、特に
地震の起こった後に得ることができ、地震発生のメカニ
ズムの解明に貢献している。地圏内では震源付近の圧力
上昇に伴い微小岩石破壊（マイクロフラクチャという）
が必ず先行し、電気/電子工学ではお馴染みの圧電効果、

摩擦電気等のメカニズムにより電荷分離（即ち、電流）
が発生することとなる。これらの地圏内のミクロな（微
視的）情報が地震予知では重要となる。一旦電磁気現象
が起これば、その効果は周波数にもよるが、数10km〜
100km地圏内を伝達し、地表近くでも受信され得る。こ
の前兆性と遠隔性が電磁気的手法（非地震観測）が力学
的手法に対して決定的に優れている点である。勿論、基
本的には地圏内でのマイクロフラクチャというミクロな
力学効果が原因ではあるが。

電磁気現象が地震の短期予知において近年注目される
ようになったのにはいくつかの理由があるが、以下では
それらを具体的に述べよう。第一の理由は、地震に伴
う興味ある現象の発見である。先ず、第一は大地震（M
７、８程度の）の前兆としてULF（ultra-low-frequency、
周波数１Hz以下）放射が検出された。1988年旧ソ連グ
ルジア共和国でのスピタク地震とその一年後の1989年
のカリフォルニア・ロマプリエタ地震の際に、極めて類
似のULF放射が発見された。その後1993年グアム地震
に対して早川らは全く新しい信号解析法を開発し、前兆
ULF放射の検出に成功した5），6）。続いて、地上高度60−
70kmに存在する電離層までもが地震に伴って擾乱され
ていることが神戸地震（1995年）の際早川らによって
明瞭に発見され、世界的な注目を集めた5），6）。ULF放射
は地圏からの直接的な放射であり、比較的受け入れ易い
ものであったが、電離層が地震の影響を受けることは地
圏の何らかの効果が大気圏を通して電離層まで伝達され
ることを示唆し、にわかには認めがたい発見であった。
第二の理由は神戸地震後日本政府（旧科学技術庁）によ
る地震総合フロンティア計画の実施である。二つの研究
機関、理化学研究所と旧宇宙開発事業団（NASDA）に
対して電磁気現象を用いた地震予知の可能性を追究せよ
との要請があった。早川は後者のフロンティアを担当
し、幾多の成果を挙げたが、最も重要なものの一つとし
て地震電磁気研究分野での国際的活動母体を創出した
ことであろう。過去４回（1994，1997，2000，2005年）
電気通信大学（電通大）においてIWSE（International 
Workshop on Seismo Electromagnetics）（地震電磁気現
象と地震予知）という国際会議を開催し、国際的研究活
性化に寄与している。日本のフロンティア研究の成功に
刺激され、台湾、インド、イタリア、ロシア、メキシコ
等の国でも、地震電磁気に関する国家プロジェクトが採
択されている。最後の理由として、仏国による地震電磁
気専用人工衛星（DEMETER）が2004年６月29日に打
ち上げられたことを挙げることができよう。早川は当初
よりこの衛星計画に関与してきたが、我々も含め各国の
研究者がGuest Investigatorとして参加し、興味ある結
果が出始めている。この種の衛星観測は地上観測との同
期連携観測により地圏・大気圏・電離圏結合メカニズム
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の解明には不可欠の手段である。この状況を概念的に描
いたのが図１である。以上述べた様に、地震予知の可能
性を追究する地震予知学は、地震電磁気学という極めて
学際的な新しい学問分野として創成されつつある。

４．電通大地震電磁気研究ステーションの貢献

４．１　最近の学術成果の紹介
すでに前節で述べたように、地震電磁気学は、（i）地

圏内からの直接的効果（例えば、ULF電磁放射）だけで
なく、（ii）大気圏での擾乱、（iii）電離層プラズマの擾乱
のように広い領域にわたる現象を対象とし、各々の領域
での現象の存在とその検証だけでなく、地圏の効果が如
何に大気圏、電離圏まで伝達されるかという「地圏・大
気圏・電離圏結合」の解明にまで研究が拡がっている5），6）。
図１からわかるように、観測手法も地下探査などの地上
観測だけでなく、人工衛星による観測も不可欠となって
きている。

すでに地震予知の観点から有望と目されているのが、
（１）ULF電磁放射と（２）電離層擾乱のモニタである5），6）。
我々の代表的な成果を紹介しよう。学術的記述が多くな
ることをご容赦願いたい。先ず、ULF放射に関する例
を述べる。すでに我々は関東地区内にULF放射の観測
ネットワークを構築し5），6）、10年来観測を続けているが、
この間の最大のイベントは2000年の三宅島噴火に伴う
地震活動に先行して出現したULF電磁放射である。図
２は伊豆半島でのULF放射観測網を示している。伊豆
半島および房総半島では磁界３成分（水平磁界HNS（南
北成分）、HEW（東西成分）と鉛直磁界Hz）を測定する
アレー観測（50または12.5Hzサンプリング）を実施し
ている。2000年６月末より三宅島で地震活動が活発化

し、噴火活動が始まった。同時に三宅島だけでなく、そ
の周辺でも極めて活発な群発地震活動が発生した。７月
上旬にはM６クラスの複数の地震が発生した。

ここでは主成分解析（Principal Component Analysis, 
PCA）と呼ばれる手法を伊豆に展開している地磁気ア
レー観測のデータに適用した結果7）を紹介する。空間的
に近接した３地点（清越、賀茂、持越）に展開された磁
力計のデータを用いたため、原理的にこのPCA解析で
は３個の信号（雑音）源を分離することができる。ある
観測点で受信される地磁気変化は一般に、（１）超高層

（磁気圏/電離圏）の地磁気変動の効果、（２）人工ノイ
ズ、（３）それ以外のもの（地震活動に関連する変化を
含む）の合成であると考えられ、PCA解析によりこれ
らの雑音を分離抽出しようとするものである。世界では
じめての試みである。各観測点の時系列データをもとに
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図１．�地震に伴う色々な電磁気現象。地圏内の現象にとどまらず、地殻変動の効果は大気圏、更には電離
圏まで及ぶことがわかってきた。各種の観測手法が描いてある。

図２．�伊豆半島地磁気観測網（清越、賀茂、持越）と伊豆諸島群
発地震。2000年7月、8月に発生したM６以上の地震の位
置を×印にて表示している。参考のために1998年に発生
した伊豆東方沖地震の震央分布も示している。
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周期100秒前後の変動に注目して固有値解析を行い、そ
の固有値λn（n＝１〜３）、即ち各雑音強度の時間変化
を追跡した。解析の結果、第１主成分のλ１（第１主成
分の電力を反映する）は地磁気活動度指数Apと極めて
良い相関を示し（図示してないが）、超高層の地磁気の
効果であると推測される。同様に図示してないが、第２
主成分のλ２は24時間周期をもち、昼間大きく、夜間
小さいという特徴から、人間活動に起因するノイズと判
断される。図３の上図は第３主成分のλ３の時系列変化
で、存在するとすれば地震に伴う微弱な放射が含まれて
いる可能性のある成分である。群発地震活動の始まる前
の４月下旬からλ３のレベルがやや上昇し、特に７月上
旬のM６クラスの３つの地震の数日前から顕著にλ３
値が上昇していることが確認された。この時系列パター
ンはカリフォルニア・ロマプリエタ地震の際の時系列変
化とよく似ており、我々はこの変動が地殻活動起源のも
のであった可能性が極めて高いと考えている。

VLF/LF送信局電波を用いた電離層擾乱の観測例を
次に示そう。最近の大地震である2004年インドネシア
スマトラ地震8）、2004年新潟中越地震9）等のケーススタ
ディもあるが、2006年のMaekawa et al.10）による長期
間データに基づく統計解析を紹介する。電離層擾乱観測
用のVLF/LFネットワークは早川が担当した旧宇宙開
発事業団（NASDA）フロンティア研究の枠内にて構築さ
れたものであり5），6）、10年以上のデータ蓄積がある。こ
こでは国内観測点の一つ高知観測点において日本の電
波時計を担うJJY局（福島県、周波数40kHz）電波を受
信した６年間（1999年６月から2005年６月まで）とい
う長期間データを用いた統計解析である。先ず、この
LF伝搬パスのSensitive area を選ばなければならない。
Sensitive areaとはその領域内で起こる地震が伝搬異常
として検出できる範囲のことである。送信点及び受信点
のまわりに半径200kmの円を取り、それらの外縁をつ
なげた領域として、図４に示している。送受信点間の中

間のSensitive area の幅は第10フレネルゾーンに相当し
ている。図示している地震はその範囲内でのM5.0以上
の地震である。しかし、以前の我々の研究からVLF/LF
伝搬特性は深い地震には反応しないことがわかっている
ことから、深さ100kmより浅い地震だけを対象として
いる。

ある日の夜間の振幅（位相）データは一日毎の地殻活
動を反映するため、一日ごとの地震活動として実効マグ
ニチュード（Meff）という新しいパラメータを新たに導
入した。ある一日にwave sensitive area内で発生した
すべての地震（M2.0以上の）からの放出エネルギーを
積分し、マグニチュードに逆変換して実効マグニチュー

図３．�伊豆半島３点アレーデータを用いた主成分解析（PCA）結果。上図は第３主成分の固有値（λ３）
の時系列変化（周波数0.01Hz）、下図は地磁気活動（Aｐ）の時系列変化を示している。周波数
0.01Hz、即ち周期100秒はロマプリエタ地震等において主要な周波数であることが判明している。
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図４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．�LF送信局（JJY, 福島）と受信点（高知）及びこのパスに対
するWave sensitive areaを示している。また、このwave 
sensitive area内で発生したM5以上の地震の場所もプロッ
トしている。
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ド（Meff）を定義する。
我々はLVLF/LFデータの解析方法として二つの方法

（ターミネータ・タイム法と夜間ゆらぎ法）を開発して
いるが、ここでは後者の“夜間ゆらぎ法”を採用する。
次式の

dA（t）＝A（t）−<A（t）>　

という差分を用いる。A（t） はある日のある時刻t での
振幅を、<A（t）> は同時刻 t でのその日の前後10日間の
平均振幅を示す。夜間としてUT＝10時〜 20時（L.T.＝
19時〜５時の夜間）の時間帯を対象とした。夜間振幅
の２つの物理量；（１）夜間平均振幅（トレンドと名付
ける）、（２）振幅のゆらぎを１日毎に評価する。図５
がLF伝搬異常、即ち電離層擾乱と地震との因果関係を
Superimposed epoch analysisを用いて得られた結果で
ある。縦軸はそれぞれの物理量（トレンドとゆらぎ）を
それぞれの標準偏差（σ）にて規格化した量である。横
軸の零日は地震日を、マイナスは現象が地震の前に、プ
ラスは地震後に発生することを意味している。（a）はト
レンドに関するもの、（b）はゆらぎに関する結果である。
先ず、図５（a）は、Meff≧6.0の地震の３〜５日前に振

幅（トレンド）が減少することを示している。統計的に
有意な２σレベルを超えている。次に図５（b）を見ると、
Meff≧6.0では、同様に振幅のゆらぎが地震の数日〜 
１週間前に２σを超えて上昇することが認められる。地
震のマグニチュードを幾分下げたMeff≧5.5の時には、
Meff≧6.0の時に比較してそれほど顕著ではないが、同
様の傾向が認められる。以上の解析結果をまとめると、
大きな地震（Meff≧6.0）に対しては前兆的にトレンド
の低下とゆらぎの上昇が有意に起こるといえる。この
結果は我々の以前の同様の結果11），12）を支持するもので 
ある。

４．２　地震電磁気学モノグラムの刊行
2008年初頭早川とロシア人共同研究者モルチャノフ

教授との共著による下記のタイトルのモノグラムが刊行
された（図６の左）。

O.A..Molchanov and M. Hayakawa, “Seismo Electro-
magnetics and Related Phenomena; History and latest 
resusts”, TERRAPUB, Tokyo, 189p, 2008

本書には前述した旧宇宙開発事業団の地震リモートセ
ンシングフロンティア研究（1996年−2001年の５年間）
の成果から始まり、最新の成果までが集約されている。
地震の短期予知の観点から重要と考える（１）ULF電
磁放射、（２）電離層擾乱に重点が置かれているが、地
圏・大気圏・電離圏結合メカニズム解明の鍵として地球
化学量の重要性が強調されている点も注目されよう。早
川編著の以前の三冊（同じくTERRAPUB社からの出版
で、1994，1999，2002年に出版されている）に加えて、
本書は地震電磁気学のReference bookになると信ずる。

４．３　国際誌での地震電磁気に関する特集号の編集
ここ数年にて重要な会議が複数開催された。列記す

ると、（１）AOGS（アジアオセアニア地球科学会議）
（July-August, 2007）での地震電磁気セッション（早川、
J. Y. Liuコンビーナ）、（２）Chiba Conference: Bilateral 
Seminar Japan-Italy on Electromagnetics in Seismic 
and Volcanic Areas （July, 2007, 服部, Telescaコンビー
ナ）、（３）International Workshop on Seismo Electro-
magnetic Precursors （November, 2007; 服部コンビー
ナ）である。各会議とも世界各国から多くの参加者があ
り、興味ある論文が発表された。これら三つの会議で
の発表論文のうち厳選された論文を国際誌Physics and 
Chemistry of the Earthの特集号として集約することを
企画した。Guest Editorsは早川、J. Y. Liu（台湾）、服
部（千葉大学）とL. Telesca（イタリア）である。約50
論文が投稿されたが、厳しい査読の結果最終的には25
論文くらいにて構成される特集号が2009年春に出版さ
れた。
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(b) 

図５．�LF伝搬異常（（a）夜間平均振幅（トレンド）、（b）夜間ゆらぎ）
と地震との因果関係をSuperimposed epoch analysisを用
いて解析した結果。横軸の０は地震日、マイナスは地震の
前を、プラスは地震の後を示す。縦軸は各々の量の標準偏
差にて規格化している。Meff≧6.0（青色の線）とMeff≧5.5
（赤色の線）の二つの地震規模に分けて表示してある。
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４．４　招聘モノグラフの編集
外国出版社より早川のもとへ地震電磁気に関する招聘

モノグラフの打診があり、社会への啓蒙や異なる分野へ
の啓蒙としても良いタイミングと考え、引き受けた。地
震電磁気全般を網羅する為、各々の分野のエキスパート
にその執筆をお願いした。10章から成り、各章の執筆
者は次の通りである；（１）米国スタンフォード大学A. 
C. Fraser-Smith教授（米国ロマプリエタ地震でのULF
放射の発見者）、（２）ロシアYu. Kopytenko教授（ス
ピタク地震でのULF放射の発見者）、（３）NASA、F. 
Freund教授（地震電磁気に関する室内実験の第一人
者）、（４）イタリアバリ大学P. Biagi教授（地震に伴う
地球化学量研究の第一人者）、（５）早川（大気圏擾乱と
下部電離層擾乱（VLF/LF電波を用いた）の研究に従
事）、（６）台湾National Central University, J. Y. Liu教
授（電離層（特にF層）擾乱研究に多くの貢献）、（７）
仏国LPCEのM. Parrot博士（仏国人工衛星DEMETER
の責任者）、（８）ロシアS. Pulinets博士（地圏・大気
圏・電離圏結合機構の解明に従事）、（９）ロシアO. A. 
Molchanov教授（地圏・大気圏・電離圏結合機構に関す
る研究）である。本書は2009年11月に出版されたばか
りだ（図６の右）が、すでに多くの反応が来ている。

４．５　国内外との共同研究の推進
国内外研究機関、研究者との共同研究を強く推し進め

ているが、先ず国内的な連携として、中部大学「地球
ウォッチ・市民安全センター」（後藤俊夫センター長）と
の連携に関する協定を2008年７月７日に調印した。同
大学は文部科学省より私立大学支援として“地震電磁気
現象”関連の研究助成を受けており、近年多くの成果を
収めている。国立大学と私立大学との連携でもあり、両
グループによる観測データの相互交換、大学院生の交流
等にて著しい連携を深めている。更に、国内研究者の集

合する「地震電磁気セミナー」も続けられ、毎年12月
には「地震電磁気シンポジウム」と題するシンポジウム
を電通大にて大々的に開催するのが恒例となっている。

国外との協力も絶えず進めているが、近年の重要な
ものとしては、欧州でのVLF/LFネットワークの構築
への協力を先ず挙げることが出来る。我々が日本国内、
カムチャカ、台湾、インドネシアでの環太平洋VLF/
LFネットワークを構築し、多くの成果を収めているこ
とに刺激され、イタリアBiagi教授が欧州内でのVLF/
LFネットワークの構築を2008年４月のEGU（欧州地
球科学連合）において提案した。欧州（トルコも含め）
10 ヶ所ほどにVLF/LF受信器を設置し、地震に伴う電
離層擾乱の検出とその空間的・時間的変化を追うという
ものであり、2009年に観測がスタートしている。我々
は多くのノウハウを提供している。また外国人来訪者
も定常的に多く、色々な国との共同研究（ロシア、米国、
英国、仏国、台湾、インド、インドネシア、中国等）は
順調である。

5.　地震予知学のすすめとその将来

地震予知研究は神戸地震後の日本グループの輝かしい
貢献により、日本が完全に世界をリードする学問となっ
ている。又、各国の地震電磁気研究も急速に進んでいる
ことは頼もしい限りである。今までの経験で確かなこと
の一つは、事前であれ、事後であれ、予知科学的に意味
のあることが言えたのは、何らかの具体的な観測事実が
あった時に限るということである。当たり前の事で、科
学的根拠を確立し、そのことを広く科学者コミュニティ
や社会一般に納得してもらわなければならない。

しかし、科学革命はそう簡単ではない。いくら当事者
が正しいと主張してもそう簡単には受け入れられない。
この地震予知学（地震電磁気学）の歴史もすでに10年
以上あり、本レポートで紹介した結果を含め、前兆と思
われる報告例は充分であると我々は考える。ところが、
一歩他分野（例えば地震学）に踏み出すと、まだほとん
ど興味を持たれていないことに気付かされる。不思議と
いえば不思議だが、当然とも言える。その最たる例が地
震に伴う電離層の擾乱かも知れない。地殻活動が如何に
電離層まで影響するのかは大変考えにくい。我々のよう
に永らく電離層研究に従事していた者ですらそうである
から、地圏の研究者には予想だにしないものであろう。

ここで、地震予知研究の将来の方向性について述べよ
う。先ず、地圏内現象にせよ、大気圏擾乱、電離圏擾乱
にせよ、事例の数を著しく蓄積し（百例、千例）、擾乱
と地震との間に明確な因果関係があることを証明する
ことが急務である。既に、我々の電離層擾乱に関して
はVLF/LF手法の積分観測という利点を最大限に活用

図６．出版されたモノグラム。
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し、本報告で述べた様な統計解析により、両者の間に有
意な因果関係を確立している。しかし、他の観測項目に
関してはその段階には至っていないのが現状である。前
述した様に、地圏、大気圏、電離圏が結合したシステム
として機能していることが理解された以上、地震電磁
気現象の信憑性を高めるために、「独立な観測事実の相
互整合性」について工夫できることがあるのではないか。
複数の研究グループが各種の連続観測を、同じ観測場所
で同時に行うというような総合観測も有効であろう。同
時に理論のモデル造りとモニタリングの連携プレーも緊
急に望まれよう。一つの地震に対して多種多様の観測結
果を得ることは、単なる信憑性の向上を超えて何が実際
に起ったのかを解明する科学にとっても本質的な意義が 
ある。

また、各観測点での観測物理量のより詳細な情報を得
ることも不可欠である。例えば、いろいろな周波数での
電磁放射を例に取れば、その詳細な波動特性（周波数ス
ペクトル、放射源等）を把握するための多点アレイ観測
などの実施も不可欠である。

続いて地震電磁気学は種々の現象の観測量の連続観測
データに基づいており、いつも時系列データが我々の主
たる情報源である。しかし、従来の現象の存否は我々が
通常用いる２σ（σ；標準偏差）基準等の純粋な統計的
手法によっていたが、統計的手法でも予測概念を取り入
れた手法や我々が提案している様なフラクタル解析等の
適用により地圏内での非線形過程（自己組織化臨界性）
を確認するなどの物理的手法の使用も不可欠である。

地震学者の多くは地震予知とは関わりのうすい研究に
従事しており、彼らの力だけでは地震予知は不可能であ
ることを知っている。ところが「地震予知」に地震と言
う言葉がついているので、自他ともに彼らの仕事という
ことになる。そして、誰かが予知を行えば、「我々地震
学者が出来ないことが素人（非地震学者）が出来るはず
がない」と判断する。地震予知研究と地震学とは全く異
なるものであるということを、地震学者にも、社会にも、
政府にも理解していただきたい。地震予知学は非地震測
定、即ち、電磁気現象が主役であることは前述した通り
である。この地震電磁気学は実は極めて学際的な学問分
野であることも強調したい。即ち、電磁気学のほか、電
波理工学、大気電気学、プラズマ物理学、大気物理化学、
超高層物理学、信号処理学等が重要な役割を果たすのに
対して、地震学、地質学は地圏の基礎的情報を提供する
という位置付けである。勿論、地圏内での力学運動と関
連付けた電磁気現象のモデリングも今後考えなければな
らないが。

これらの地震電磁気現象のメカニズムや地圏・大気圏・
電離圏結合メカニズムの解明により、科学的地震予知の
段階から実用的地震予知への大きな発展も期待される。
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